
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
炭化珪素からなる半導体層（５）が備えられた基板を用意して、前記半導体層の表面に酸
化膜（７）を形成する酸化膜形成工程を有し、該酸化膜形成工程が、熱酸化により該酸化
膜を形成する工程を有してなる炭化珪素半導体装置の製造方法において、
前記酸化膜形成工程における前記熱酸化工程は、

【数１】
　
　
　

酸化珪素（ＳｉＯ 2  ）と炭素（Ｃ）との反応で示される炭化珪素（ＳｉＣ）の再結晶化反
応式、
【化１】
　
　
における Gibbsの自由エネルギーＧ 3が負になるような条件下で前記熱酸化を行うことを特
徴とする炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項２】
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Ｔを温度（℃）、Ｒを気体定数、［Ｏ 2

］を標準状態に対するｍｏｌ比率としたときに、酸素ｍｏｌ比率［Ｏ 2］が、

で示される条件を満たし、



Ｔを温度（℃）、Ｒを気体定数、［Ｈ 2

Ｏ］を標準状態に対するｍｏｌ比率としたときに、水蒸気ｍｏｌ比率［Ｈ 2Ｏ］が、
【数２】
　
　
　
で示される条件を満た 、

【化１】
　
　

ことを特
徴とする 化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項３】
前記熱酸化工程では、前記熱酸化温度を１０００℃以上とすることを特徴とする請求項１

に記載の炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項４】
前記熱酸化工程

【数３】
　
　
　

酸化珪素（ＳｉＯ 2  ）と炭素（Ｃ）との反応で示される炭化珪素（ＳｉＣ）の再結晶化反
応式、
【化２】
　
　
における Gibbsの自由エネルギーＧ 4が負になるような条件下で前記熱酸化を行うことを特
徴とする請求項１乃至 のいずれか１つに記載の炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項５】
前記熱酸化工程 、Ｔを温度（℃）、Ｒを気体定数、［Ｈ 2Ｏ］を標準状態に対するｍｏ
ｌ比率としたときに、水蒸気ｍｏｌ比率［Ｈ 2Ｏ］が、
【数４】
　
　
　
で示される条件を満た

【化２】
　
　

ことを特
徴とする請求項 に記載の炭化珪素半導体装置の製造方法。
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炭化珪素からなる半導体層（５）が備えられた基板を用意して、前記半導体層の表面に酸
化膜（７）を形成する酸化膜形成工程を有し、該酸化膜形成工程が、熱酸化により該酸化
膜を形成する工程を有してなる炭化珪素半導体装置の製造方法において、
前記酸化膜形成工程における前記熱酸化工程は、

し
酸化珪素（ＳｉＯ 2  ）と炭素（Ｃ）との反応で示される炭化珪素（ＳｉＣ）の再結晶化反
応式、

における Gibbsの自由エネルギーＧ 3が負になるような条件下で前記熱酸化を行う
炭

又は２

は、Ｔを温度（℃）、Ｒを気体定数、［Ｏ 2］を標準状態に対するｍｏｌ
比率としたときに、酸素ｍｏｌ比率［Ｏ 2］が、

で示される条件を満たし、

３

は

し、
酸化珪素（ＳｉＯ 2  ）と炭素（Ｃ）との反応で示される炭化珪素（ＳｉＣ）の再結晶化反
応式、

における Gibbsの自由エネルギーＧ 4が負になるような条件下で前記熱酸化を行う
１乃至３のいずれか１つ



【請求項６】
前記熱酸化工程では、前記熱酸化温度を１２００℃以上とすることを特徴とする請求項１
乃至 のいずれか１つに記載の炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項７】
前記酸化膜形成工程では、前記熱酸化工程後における前記酸化膜の膜厚の増加量を６ｎｍ
以下となるようにすることを特徴とする請求項１乃至 のいずれか１つに記載の炭化珪素
半導体装置の製造方法。
【請求項８】
前記熱酸化工程の後に、前記基板の周囲に存在する酸化ガスの が前記熱酸化工程時に
おける酸化レートの１／１０となるように調整する 調整工程を行うことを特徴とする
請求項１乃至 のいずれか１つに記載の炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項９】
前記 調整工程は、前記酸化装置内に存在する酸化ガスを不活性ガスで置換することに
より、前記酸化ガスを減圧する工程であることを特徴とする請求項 に記載の炭化珪素半
導体装置の製造方法。
【請求項１０】
前記 調整工程は、前記基板に対して前記不活性ガスを吹き付けることにより、該基板
近傍における酸化ガスの を調整するものであることを特徴とする請求項 に記載の炭
化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項１１】
前記熱酸化工程と前記 調整工程とを異なる装置内で行い、前記熱酸化工程を行う酸化
装置から前記 調整工程を行う装置内へ前記基板を移動させることにより、前記基板の
周囲における酸化ガスの を調整することを特徴とする請求項 に記載の炭化珪素半導
体装置の製造方法。
【請求項１２】
前記熱酸化工程 温度を１２５０℃以上かつ１４００℃以下とすることを
特徴とする請求項１乃至 のいずれか１つに記載の炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項１３】
前記酸化膜形成工程は、前記熱酸化工程後に１０００℃以下の温度で第１のアニール処理
を行う工程を有していることを特徴とする請求項 に記載の炭化珪素半導体装置の製造
方法。
【請求項１４】
前記酸化膜形成工程は、前記第１のアニール処理後に、１２５０℃以上の温度で第２のア
ニール処理を行う工程を有していることを特徴とする請求項 に記載の炭化珪素半導体
装置の製造方法。
【請求項１５】
前記第２のアニール処理を１３００℃以上の温度で行うことを特徴とする請求項 に記
載の炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項１６】
前記熱酸化工程の温度と前記第２のアニール処理の温度とを同一温度に設定することを特
徴とする請求項 又は に記載の炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項１７】
前記酸化膜形成工程は、熱酸化工程よりも後に、Ｈ 2を雰囲気ガスとして用いたＨ 2アニー
ル処理を行う工程を有していることを特徴とする請求項 乃至 のいずれか１つに記
載の炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項１８】
前記酸化膜形成工程は、前記熱酸化工程後に高温下でアニール処理を施すアニール処理工
程を有しており、
該アニール処理工程では、酸化珪素（ＳｉＯ 2  ）と炭素（Ｃ）との反応で示される炭化珪
素（ＳｉＣ）の再結晶化反応式、
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【化３】
　
　
における Gibbsの自由エネルギーＧ 3が負になるような条件下で前記アニール処理を行うこ
とを特徴とする請求項１乃至 のいずれか１つに記載の炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項１９】
前記アニール処理工程では、前記アニール処理温度を１０００℃以上とすることを特徴と
する請求項 に記載の炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項２０】
前記アニール処理工程では、酸化珪素（ＳｉＯ 2  ）と炭素（Ｃ）との反応で示される炭化
珪素（ＳｉＣ）の再結晶化反応式、
【化５】
　
　
における Gibbsの自由エネルギーＧ 4が負になるような条件下で前記アニール処理を行うこ
とを特徴とする請求項 に記載の炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項２１】
前記アニール処理工程では、前記アニール処理温度を１２００℃以上とすることを特徴と
する請求項 乃至 のいずれか１つに記載の炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項２２】
前記熱酸化工程と前記アニール処理工程との熱処理温度を同等にすることを特徴とする請
求項 乃至 のいずれか１つに記載の炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項２３】
前記アニール処理工程は、不活性ガスを含む雰囲気とすることを特徴とする請求項 乃
至 のいずれか１つに記載の炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項２４】
前記アニール処理工程は、水素ガスを含む雰囲気とすることを特徴とする請求項 乃至

のいずれか１つに記載の炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項２５】
第１導電型の半導体基板（１０１）の主表面上の所定領域に、所定深さを有する第２導電
型のソース領域（１０３）及びドレイン領域（１０４）を形成する工程と、
前記ソース領域及び前記ドレイン領域の間において、前記ソース領域と前記ドレイン領域
とを繋ぐように、炭化珪素よりなる第２導電型の表面チャネル層（１０２）を形成する工
程と、
前記表面チャネル層上の所定領域にゲート酸化膜（１０５）を形成する工程と、
前記ゲート酸化膜の上にゲート電極（１０６）を形成する工程と、
前記ソース領域と接するようにソース電極を形成する工程と、
前記ドレイン領域と接するようにドレイン電極を形成する工程と、を有してなる炭化珪素
半導体装置の製造方法において、
請求項１乃至 に記載の酸化膜形成工程を用いて、前記ゲート酸化膜を
形成することを特徴とする炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項２６】
主表面及び該主表面の反対面である裏面を有し、炭化珪素よりなる第１導電型の半導体基
板（１、２１）の前記主表面上に、前記半導体基板よりも高抵抗な炭化珪素よりなる第１
導電型の半導体層（２、２２）を形成する工程と、
前記半導体層の表層部の所定領域に、所定深さを有する第２導電型のベース領域（３、２
３）を形成する工程と、
前記ベース領域の表層部の所定領域に、該ベース領域の深さよりも浅い第１導電型のソー
ス領域（４、２５）を形成する工程と、
前記ベース領域の表面部及び前記半導体層の表面部において、前記ソース領域と前記半導
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１８ ２０

１８ ２１

１８
２２

１８
２３

２４のいずれか１つ



体層とを繋ぐように、炭化珪素よりなる第１導電型の表面チャネル層（５、２８）を形成
する工程と、
前記表面チャネル層の表面にゲート酸化膜（７、２９）を形成する工程と、
前記ゲート酸化膜の上にゲート電極（８、３０）を形成する工程と、
前記ベース領域及び前記ソース領域に接触するようにソース電極（１０、３２）を形成す
る工程と、
前記半導体基板の裏面にドレイン電極（１１、３３）を形成する工程と、を有してなる炭
化珪素半導体装置の製造方法において、
請求項１乃至 に記載の酸化膜形成工程を用いて、前記ゲート酸化膜を
形成することを特徴とする炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項２７】
炭化珪素よりなる半導体基板のセル領域に素子を形成し、前記セル領域を囲むようにガー
ドリングを形成すると共に該ガードリングの上に酸化膜を形成してなる炭化珪素半導体装
置の製造方法において、
請求項１乃至 に記載の酸化膜形成工程を用いて、前記ガードリング上
の酸化膜を形成することを特徴とする炭化珪素半導体装置の製造方法。
【請求項２８】
炭化珪素よりなる半導体基板に複数の素子を形成すると共に、前記半導体基板の表面に形
成された素子分離用酸化膜によって前記複数の素子のそれぞれを絶縁分離してなる炭化珪
素半導体装置の製造方法において、
請求項１乃至 に記載の酸化膜形成工程を用いて、前記素子分離用酸化
膜を形成することを特徴とする炭化珪素半導体装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、炭化珪素表面上に酸化膜を形成する炭化珪素半導体装置に関するもので、特に
絶縁ゲート型電界効果トランジスタ、とりわけ大電力用に用いられる縦型パワーＭＯＳＦ
ＥＴに用いて好適である。
【０００２】
【従来の技術】
従来、炭化珪素を用いた絶縁ゲート型の電界効果トランジスタにおいて、オン抵抗を低減
することが要望されている。
【０００３】
例えば、このオン抵抗の低減を目的とした絶縁ゲート型の電界効果トランジスタが特開平
１０－３０８５１０号公報で提案されている。
【０００４】
この従来公報に示される絶縁ゲート型の電界効果トランジスタは、ゲート酸化膜下に形成
される半導体層を蓄積層とすることにより、チャネル形成層の導電型を反転させることな
く、チャネルを誘起する蓄積モードで作動させるようにし、反転モードのＭＯＳＦＥＴよ
りもチャネル移動度が高くなるようにしている。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、ＭＯＳＦＥＴのさらなるオン抵抗低減が望まれている。
【０００６】
本発明は上記点に鑑みて、炭化珪素よりなる絶縁ゲート型の電界効果トランジスタにおい
て、さらなるオン抵抗低減を図ることを目的とする。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、オン抵抗低減を図るために、オン抵抗を決定する一要因となるチャネル移
動度について以下の検討を行った。
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【０００８】
従来より、炭化珪素とゲート絶縁膜との界面状態がチャネル移動度に影響を及ぼすことが
知られており、この界面状態を良好にすることで、チャネル移動度の向上を図ることが行
われている。例えば、炭化珪素表面を再酸化することによって炭化珪素表面の状態を良好
にし、その後、炭化珪素表面上にゲート酸化膜を形成することで、炭化珪素とゲート酸化
膜との界面状態を良好にする技術がある。
【０００９】
しかしながら、本発明者らが上記した再酸化技術を用いて試作、検討を行った結果、再酸
化によって炭化珪素とゲート酸化膜との界面状態を改善しても十分なチャネル移動度が得
られなかった。
【００１０】
そこで、炭化珪素とゲート酸化膜との界面付近におけるＤｉｔ密度を調査したところ、こ
の界面においてＤｉｔ密度が大きくなっていることが判った。
【００１１】
これについてさらに検討を行ったところ、本発明者らは、この界面のＤｉｔ密度特性が炭
素のｓｐ２ 軌道のＤｉｔ密度特性に似ていることを見出した。このことから、炭化珪素と
ゲート酸化膜との界面に残留炭素が存在しており、この残留炭素が不純物散乱を生じさせ
、チャネル移動度低下要因となって、オン抵抗の増大を引き起こしているものと推測され
る。
【００１２】
従来の再酸化技術を用いた場合においても、炭化珪素とゲート酸化膜との界面における残
留炭素が再酸化前の５％程度に低減されるということが報告されている。しかしながら、
この場合になお残っている残留炭素がチャネル移動度に影響を与えているのであると考え
られる。このため、再酸化工程後の残留炭素の量を算出したところ、約１０２ ３ ｃｍ－ ３

程度になり、また、この場合のチャネル移動度を調査したところ、チャネル移動度が約１
０程度と低かった。つまり、再酸化によって残留炭素を低減する効果が多少得られている
ものの不純物散乱を抑制できる程度ではなく、十分なチャネル移動度が得られないのであ
ると考えられる。
【００１３】
そこで、本発明者らは、チャネル移動度低減を目的とし、残留炭素を低減することについ
て更なる検討を行った。
【００１４】
例えばドライ雰囲気により炭化珪素表面にゲート酸化膜を形成するとき、炭化珪素と雰囲
気中の酸素とは以下の酸化反応を示す。
【００１５】
【化６】
ＳｉＣ＋２Ｏ２ →ＳｉＯ２ ＋ＣＯ２

【００１６】
【化７】
ＳｉＣ＋３／２Ｏ２ →ＳｉＯ２ ＋ＣＯ
また、上記化学式において、酸化反応が完全に完了しない場合には、以下のように余剰炭
素が生成される。
【００１７】
【化８】
ＳｉＣ＋Ｏ２ →ＳｉＯ２ ＋Ｃ
この化学式に示されるように、炭素が残留し、この残留炭素が上記したチャネル移動度低
下の原因になっていると考えられる。従って、この残留炭素を低減することでチャネル移
動度の向上が望めると言える。
【００１８】
ここで、古典的な粒子状の炭化珪素作成方法として、ＳｉＯ２ とグラファイトを混在させ
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た状態で高温化（１８００℃以上）とする方法が存在する。このときの炭化珪素再結晶化
反応は以下のように示される。
【００１９】
【化９】
ＳｉＯ２ ＋３Ｃ→ＳｉＣ＋２ＣＯ
【００２０】
【化１０】
ＳｉＯ２ ＋２Ｃ→ＳｉＣ＋ＣＯ２

すなわち、これら各化学式９、１０に示される化学反応が炭化珪素とゲート酸化膜の界面
で行われるようにすれば、残留炭素をＳｉＣ（炭化珪素）と一酸化炭素（ＣＯ）若しくは
二酸化炭素（ＣＯ２ ）に変え、炭化珪素とゲート酸化膜との界面から除去することができ
ると考えられる。
【００２１】
また、Ｇｉｂｂｓの自由エネルギーＧを用いて上記した化学式６、７、９、１０を表記す
ると、以下のように示される。
【００２２】
【化１１】
ＳｉＣ＋２Ｏ２ →ＳｉＯ２ ＋ＣＯ２ ＋Ｇ１

【００２３】
【化１２】
ＳｉＣ＋３／２Ｏ２ →ＳｉＯ２ ＋ＣＯ＋Ｇ２

【００２４】
【化１３】
ＳｉＯ２ ＋３Ｃ→ＳｉＣ＋２ＣＯ＋Ｇ３

【００２５】
【化１４】
ＳｉＯ２ ＋２Ｃ→ＳｉＣ＋ＣＯ２ 　 ＋Ｇ４

そして、これら各化学式１１～１４それぞれのＧｉｂｂｓの自由エネルギーＧを計算する
と、以下のようになる。
【００２６】
【数５】
Ｇ０

１ ＝－１２３２．６×１０３ ＋１６１．０９（Ｔ＋２７３）（Ｊ／ｍｏｌ）
【００２７】
【数６】
Ｇ０

２ ＝－９４９．６７×１０３ ＋７２．０２（Ｔ＋２７３）（Ｊ／ｍｏｌ）
【００２８】
【数７】
Ｇ０

３ ＝６２４．９６×１０３ －３５４．２３（Ｔ＋２７３）（Ｊ／ｍｏｌ）
【００２９】
【数８】
Ｇ０

４ ＝４５２．５９×１０３ －１７３．２４（Ｔ＋２７３）（Ｊ／ｍｏｌ）
但し、Ｔは温度（℃）であり、Ｇ０

１ 、Ｇ０
２ 、Ｇ０

３ 、Ｇ０
４ 　 はそれぞれの標準状態

におけるＧｉｂｂｓの自由エネルギーを示している。なお、ここでいう標準状態とは、気
体に対しては２９８．１５Ｋかつ１０１３２５Ｐａのもとでの仮想的な理想気体の状態、
固体に対しては２９８．１５Ｋかつ１０１３２５Ｐａのもとでの純粋な状態をいう。
【００３０】
この式により求めた各Ｇｉｂｂｓの自由エネルギーの温度特性を図表に示すと図１６、図
１７の実線のように表わされる。なお、図１６は、化学式１２と化学式１３におけるＧｉ
ｂｂｓの自由エネルギーの温度特性を示した図であり、図１７は、化学式１１と化学式１
４におけるＧｉｂｂｓの自由エネルギーの温度特性を示した図である。これらの図におい
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て、Ｇｉｂｂｓの自由エネルギーが負の範囲（図中零の線より下方）に入ると、その反応
が自発的に発生することを示しており、この自発的な反応は、Ｇｉｂｂｓの自由エネルギ
ーが小さくなればなるほど活発になる。
【００３１】
ところで、通常、ゲート酸化膜形成は、１０８０℃程度で行われるが、この温度において
は、上記した化学式１１、１２の反応のみが自発的に行われる。このとき、上述した化学
式８のように酸化が完全に行われない場合も発生し、残留炭素が発生する。
【００３２】
これに対し、図１６、図１７に示されるように、化学式１３、１４で表わされる炭化珪素
際結晶化反応（ＳｉＯ２ と炭素（Ｃ）との反応）は、通常のゲート酸化膜形成温度よりも
高温（例えば、化学式１３の反応の場合には約１５００℃以上）になると自発的に行われ
るようになる。
【００３３】
つまり、化学式１３、１４の反応を起こさせ、残留炭素をＳｉＣとＣＯ若しくはＣＯ２ に
変化させることにより、ＣＯやＣＯ２ は外部に放出され、ＳｉＣはあたかもゲート絶縁膜
下にもともと存在している炭化珪素のように残るため、炭化珪素とゲート酸化膜との界面
の残留炭素を十分に低減することが可能になるのである。
【００３４】
なお、ここではドライ酸化によってゲート酸化膜を形成する場合について、ドライ酸化時
に生じ得る反応（図１６、図１７に示す反応）を例に挙げたが、ウェット酸化であっても
同様のことがいえる。
【００３５】
ウェット酸化の場合には以下の酸化反応を生じる。
【００３６】
【化１５】
ＳｉＣ＋３Ｈ２ Ｏ→ＳｉＯ２ ＋ＣＯ＋３Ｈ２

【００３７】
【化１６】
ＳｉＣ＋４Ｈ２ Ｏ→ＳｉＯ２ ＋ＣＯ２ ＋４Ｈ２

また、酸化反応が完全に完了しない場合には、以下の反応のように余剰炭素が生じる。
【００３８】
【化１７】
ＳｉＣ＋２Ｈ２ Ｏ→ＳｉＯ２ ＋Ｃ＋２Ｈ２

また、ウェット酸化時における炭化珪素再結晶化反応は上記した化学式９、１０に示され
る反応と同様である。
【００３９】
このため、ドライ酸化時と同様に、ウェット酸化時においても各化学式９、１０に示され
る化学反応が炭化珪素とゲート酸化膜の界面で行われるようにすれば、ドライ酸化時と同
様に残留炭素を炭化珪素とゲート酸化膜との界面から除去することができると考えられる
。
【００４０】
また、Ｇｉｂｂｓの自由エネルギーＧを用いて上記した化学式を表記すると、以下のよう
に示される。
【００４１】
【化１８】
ＳｉＣ＋３Ｈ２ Ｏ→ＳｉＯ２ ＋ＣＯ＋３Ｈ２ ＋Ｇ５

【００４２】
【化１９】
ＳｉＣ＋４Ｈ２ Ｏ→ＳｉＯ２ ＋ＣＯ２ ＋４Ｈ２ ＋Ｇ６

なお、化学式９、１０に示される反応をＧｉｂｂｓの自由エネルギーＧを用いて表記した
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場合は、上記した化学式１３、１４と同様である。この自由エネルギーの温度特性を図表
に示すと、図１８、図１９のように示される。なお、図１８は、化学式１８と化学式１３
におけるＧｉｂｂｓの自由エネルギーの温度特性を示した図であり、図１９は、化学式１
９と化学式１４におけるＧｉｂｂｓの自由エネルギーの温度特性を示した図である。この
図からも、ウェット酸化の場合にもドライ酸化と同様のことが言えるとわかる。
【００４３】
従って、ウェット酸化の場合においても化学式１３、１４に示される反応が自発的に起き
るようにすれば、ドライ酸化のときと同様の効果が得られる。
【００４４】
なお、ここまでの説明ではゲート酸化膜と炭化珪素との界面における残留炭素の低減につ
いて説明してきたが、ゲート酸化膜以外の酸化膜と炭化珪素との界面においても同様のこ
とが言える。すなわち、ＬＯＣＯＳ酸化膜やＳＴＩ（Ｓｈａｌｌｏｗ　ｔｒｅｎｃｈ　ｉ
ｓｏｌａｔｉｏｎ）酸化膜等の素子分離用の酸化膜、セル領域の外周に配置されるガード
リング等の上に形成される酸化膜等においては、酸化膜と炭化珪素との界面状態によって
耐圧に影響を与えるため、これらの界面状態を良好にすることにより耐圧を向上させられ
る。
【００４５】
そこで、請求項１に記載の発明においては、炭化珪素からなる半導体層（５）が備えられ
た基板を用意して、半導体層の表面に酸化膜（７）を形成する酸化膜形成工程を有し、該
酸化膜形成工程が、熱酸化により該酸化膜を形成する工程を有してなる炭化珪素半導体装
置の製造方法において、酸化膜形成工程における熱酸化工程は、酸化珪素（ＳｉＯ２ 　 ）
と炭素（Ｃ）との反応で示される炭化珪素（ＳｉＣ）の再結晶化反応式となる化学式１に
おけるＧｉｂｂｓの自由エネルギーＧ３ が負になるような条件下で熱酸化を行うことを特
徴としている。
【００４６】
これにより、残留炭素を炭化珪素（ＳｉＣ）と一酸化炭素（ＣＯ）に変化させ、炭化珪素
はあたかも酸化膜下にもともと存在している炭化珪素のように残り、一酸化炭素は外部に
放出されるため、残留炭素を低減することができる。
【００４７】
一方、請求項 に記載の発明においては、熱酸化工程では、酸化珪素（ＳｉＯ 2  ）と
炭素（Ｃ）との反応で示される炭化珪素（ＳｉＣ）の再結晶化反応式となる化学式２にお
ける Gibbsの自由エネルギーＧ 4が負になるような条件下で前記熱酸化を行うことを特徴と
している。
【００４８】
これにより、残留炭素を炭化珪素（ＳｉＣ）と二酸化炭素（ＣＯ２ ）に変化させ、炭化珪
素はあたかも酸化膜下にもともと存在している炭化珪素のように残り、二酸化炭素は外部
に放出されるため、残留炭素を低減することができる。
【００４９】
ところで、上記化学式１３、１４の反応が自発的に起こるようにするためには、通常のゲ
ート酸化膜形成工程の温度よりも高温にしなければならない。これに対し、ゲート酸化膜
が安定して存在できる温度（溶融等しない温度）は、化学式１３、１４が十分に活発的に
反応しうる温度よりも低温（約１７００℃）であるためゲート酸化膜の歩留まり等の観点
から、あまり高温にするのは好ましくないと言える。そこで、本発明者らはさらなる検討
を行った。
【００５０】
上記各化学式１１～１４におけるＧｉｂｂｓの自由エネルギーは、標準状態に対する酸素
ｍｏｌ比率を［Ｏ２ ］とすれば、上記数５～８より、それぞれ以下のように示される。
【００５１】
【数９】
Ｇ１ ＝Ｇ０

１ ＋Ｒ（Ｔ＋２７３）ｌｎ［Ｏ２ ］
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【００５２】
【数１０】
Ｇ２ ＝Ｇ０

２ －１／２Ｒ（Ｒ＋２７３）ｌｎ［Ｏ２ ］
【００５３】
【数１１】
Ｇ３ ＝Ｇ０

３ ＋２Ｒ（Ｔ＋２７３）ｌｎ［Ｏ２ ］
【００５４】
【数１２】
Ｇ４ ＝Ｇ０

４ ＋Ｒ（Ｔ＋２７３）ｌｎ［Ｏ２ ］
ただし、数１１の導出は、以下のように行った。二酸化珪素（ＳｉＯ２ ）と炭素（Ｃ）の
反応である化学式１４は、標準状態に対する二酸化炭素（ＣＯ２ ）のｍｏｌ比率に依存し
ている。一方、反応系全体を示す二酸化炭素（ＣＯ２ ）の大半は、炭化珪素（ＳｉＣ）の
酸化反応（化学式１１）から生成される。この酸化反応における二酸化炭素（ＣＯ２ ）ｍ
ｏｌ比率［ＣＯ２ ］は、酸素（Ｏ２ ）ｍｏｌ比率［Ｏ２ ］と化学式１４により関係付けら
れている。また、反応部位近傍では化学式１４が平衡状態にあると考えられるから、二酸
化炭素（ＣＯ２ ）ｍｏｌ比率［ＣＯ２ ］は酸素（Ｏ２ ）ｍｏｌ比率［Ｏ２ ］に一致する。
以上の考察から［ＣＯ２ ］＝［Ｏ２ ］を代入して計算している。また、数１２の導出につ
いても同様に行っている。
【００５５】
これら数９～１２にから判るように、各Ｇｉｂｂｓの自由エネルギーは、酸素ｍｏｌ比率
を小さくすることにより変化する。具体的には、酸化反応のＧｉｂｂｓの自由エネルギー
は酸素ｍｏｌ比率を小さくすることにより正方向にシフトし、炭化珪素再結晶化反応のＧ
ｉｂｂｓの自由エネルギーは酸素ｍｏｌ比率を小さくすることにより負方向にシフトする
。酸素ｍｏｌ比率［Ｏ２ ］を小さくした場合におけるＧｉｂｂｓの自由エネルギーの変化
を図１６及び図１７中に点線及び二点鎖線で示す。なお、ここでは、［Ｏ２ ］＝１０－ １

と［Ｏ２ ］＝１０－ ３ とした場合を示してある。
【００５６】
これらの図から判るように、炭化珪素再結晶化反応のうち化学式９で示されるものは約１
０００℃以上、化学式１０で示されるものは約１２００℃以上でＧｉｂｂｓの自由エネル
ギーが負に転じ、自発的に反応が起こるようになる。
【００５７】
具体的に、化学式９及び化学式１０に示す各反応が自発的に起こるようになる条件、つま
りＧｉｂｂｓの自由エネルギーが負になる条件を、数１１、数１２から求めると以下の式
で表される。
【００５８】
【数１３】
６２４．９６×１０３ －３５４．２３（Ｔ＋２７３）＋２Ｒ（Ｔ＋２７３）ｌｎ［Ｏ２ ］
≦０
【００５９】
【数１４】
４５２．５９×１０３ －１７３．２４（Ｔ＋２７３）＋Ｒ（Ｔ＋２７３）ｌｎ［Ｏ２ ］≦
０
これら数１３、数１４を満たすように酸素ｍｏｌ比率を調整することによって、Ｇｉｂｂ
ｓの自由エネルギーを負にすることが可能になる。そして、これら数１３、数１４より酸
素ｍｏｌ比率と熱処理時の温度とが相関関係にあることが判るため、酸素ｍｏｌ比率を調
節することによってゲート酸化膜が安定に存在しうる温度以下でＧｉｂｂｓの自由エネル
ギーを負にすることが可能となる。
【００６０】
また、ウェット酸化の場合に上記化学式９、１０の反応が自発的に起こるようにするとき
もドライ酸化の場合と同様のことが言える。このウェット酸化の場合のＧｉｂｂｓの自由

10

20

30

40

50

(10) JP 3551909 B2 2004.8.11



エネルギーが負になる条件は、数１３、１４と同様の方法によって求めることができ、以
下の式で表わされる。
【００６１】
【数１５】
６２４．９６×１０３ －３５４．２３（Ｔ＋２７３）＋２Ｒ（Ｔ＋２７３）ｌｎ［Ｈ２ Ｏ
］≦０
【００６２】
【数１６】
４５２．５９×１０ 3－１７３．２４（Ｔ＋２７３）　　　　　　　　＋Ｒ（Ｔ＋２７３
）ｌｎ［Ｈ 2Ｏ］≦０
従って、請求項 に示すように、酸素ｍｏｌ比率［Ｏ 2］が、数１で示される条件を満た
すように熱酸化条件を設定すれば、ドライ酸化時に化学式１の反応が自発的に起こるよう
にすることができる。また、 水蒸気ｍｏｌ比率［Ｈ 2Ｏ］が、数
２で示される条件を満たすように熱酸化条件を設定すれば、ウェット酸化時に化学式１の
反応が自発的に起こるようにすることができる。
【００６３】
また、請求項 に示すように、酸素ｍｏｌ比率［Ｏ 2］が、数３で示される条件を満たす
ように熱酸化条件を設定すれば、ドライ酸化時に化学式２の反応が自発的に起こるように
できる。また、請求項 に示すように、水蒸気ｍｏｌ比率［Ｈ 2Ｏ］が、数４で示される
条件を満たすように熱酸化条件を設定すれば、ウェット酸化時に化学式２の反応が自発的
に起こるようにすることができる。
【００６４】
そして、請求項 に示すように、熱処理温度を１２００℃以上とすれば、化学式１及び化
学式２の反応がともに自発的に起こるようにすることができる。
【００６５】
一方、熱酸化工程後に装置内を低温化させる際等において、酸化膜が形成され、その酸化
膜と半導体層との界面に残留炭素が発生することも考えられる。このため、請求項 に記
載の発明においては、酸化膜形成工程では、熱酸化工程後における酸化膜の膜厚の増加量
を６ｎｍ以下となるようにすることを特徴としている。
【００６６】
このように、熱酸化工程後における酸化膜厚の増加をできる限り少なくとどめることで、
界面準位密度の増加を防ぐことができ、良質な酸化膜と炭化珪素の界面を得ることができ
る
【００７１】
請求項 に記載の発明においては、熱酸化工程の後に、基板の周囲に存在する酸化ガスの

が熱酸化工程時における酸化レートの１／１０となるように調整する 調整工程を
行うことを特徴としている。このように、酸化ガスの を調整することによっても、熱
酸化工程時と比べて酸化レートを低下させることができ、酸化膜厚の増加を少なくするこ
とができる。これにより、界面準位密度の増加を防ぐことができ、良質な酸化膜と炭化珪
素の界面を得ることができる。
【００７２】
例えば、請求項 に示すように、 調整工程は、酸化装置内に存在する酸化ガスを不活
性ガスで置換し、酸化ガスの減圧することによって行う。また、請求項１ に示すように
、 調整工程は、基板に対して不活性ガスを吹き付けることにより、基板の周囲におけ
る酸化ガスの を調整することで行うこともできる。さらに、請求項 に示すように
、熱酸化工程と 調整工程とを異なる装置内で行い、熱酸化工程を行う酸化装置から

調整工程を行う装置内へ基板を移動させることにより行うことも可能である。
【００７３】
請求項 に記載の発明においては、熱酸化工程 は、 温度を１２５０℃以上かつ
１４００℃以下とすることを特徴としている。

10

20

30

40

50

(11) JP 3551909 B2 2004.8.11

１

請求項２に示すように、

４

５

６

７

。

８
分圧 分圧

分圧

９ 分圧
０

分圧
分圧 １１

分圧 分
圧

１２ で 熱酸化



【００７７】
請求項 に記載の発明においては、酸化膜形成工程は、熱酸化工程後に１０００℃以下
の温度で第１のアニール処理を行う工程を有していることを特徴としている。このような
第１のアニール処理を行うことで、 valenceband側の界面準位をさらに低減させることが
できるため、炭化珪素界面の総トラップ電荷量を減少させることができ、より装置の信頼
性を向上させることもできる。
【００７８】
請求項 に記載の発明においては、酸化膜形成工程は、第１のアニール処理後に、１２
５０℃以上の温度で第２のアニール処理を行う工程を有していることを特徴としている。
【００７９】
このような第２のアニール処理を行っても、残留炭素を低減することができると共に、Ｏ
Ｈ基の電子トラップを減らすことができる。これにより、さらにチャネル移動度を向上さ
せることができ、オン抵抗のさらなる低減を図ることができる。好ましくは、請求項
に示すように、第２のアニール処理を１３００℃以上の温度で行えば、より効率よく残留
炭素を低減することができる。
【００８０】
また、請求項 に示すように、熱酸化工程の温度と第２のアニール処理の温度とを同一
温度に設定すれば、製造工程の簡略化を図ることも可能である。
【００８１】
請求項 に記載の発明においては、酸化膜形成工程は、熱酸化工程よりも後に、Ｈ 2を
雰囲気ガスとして用いたＨ 2アニール処理を行う工程を有していることを特徴としている
。
【００８２】
このようなＨ２ アニール処理を行うことで、炭化珪素界面に形成されたＳｉのダングリン
グボンドを水素終端することができ、界面準位密度をさらに低減できると共に、高温酸化
や高温アニールによるＨ原子抜けを防止することができる。
【００８３】
さらに、上述したように、熱酸化時において化学式９及び化学式１０に示す炭化珪素再結
晶化反応が自発的に起こるようにＧｉｂｂｓの自由エネルギーが負になるようにしたが、
酸化膜形成後のアニール処理時においても同様に炭化珪素再結晶化反応を起こさせること
ができる。
【００８４】
そこで、請求項 に記載の発明においては、アニール処理工程では、酸化珪素（ＳｉＯ

2  ）と炭素（Ｃ）との反応で示される炭化珪素（ＳｉＣ）の再結晶化反応式として化学式
３（化学式４）における Gibbsの自由エネルギーＧ 3が負になるような条件下で前記アニー
ル処理を行うことを特徴としており、アニール処理時において請求項１と同様の効果を得
ることができる。
【００８５】
請求項 に記載の発明においては、熱酸化工程とアニール処理工程との熱処理温度を同
等にすることを特徴としている。
【００８６】
このように、熱酸化工程とアニール処理工程の熱処理温度を同等にすれば、これらの工程
の移行に際し、装置内温度の昇降の必要性を無くすことができるため、製造工程の簡略化
を図ることができる。
【００８７】
なお、アニール処理時の雰囲気は、請求項 に示すように、不活性ガスを含む雰囲気、
請求項 に示すように、水素ガスを含む雰囲気等とすることができる。不活性ガス雰囲
気としては、アルゴン、窒素、ヘリウムなどが適用できる。また、不活性ガスと水素ガス
とを混合した混合雰囲気としてもよい。また、必要に応じて酸素（Ｏ 2）や水蒸気（Ｈ 2Ｏ
）を混入したり、シラン（ＳｉＨ 4）を混入してもよい。
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【００９６】
なお、このような酸化膜と炭化珪素との間における残留炭素の低減方法を用いた炭化珪素
の製造方法は、請求項 に示すようなラテラルＭＯＳＦＥＴを構成する炭化珪素半導体
装置、もしくは、請求項 に示すように、蓄積型の縦型パワーＭＯＳＦＥＴを構成する
炭化珪素半導体装置の製造方法に適用すると好適である。
【００９７】
また、請求項 に示すように、ガードリングの上に酸化膜を形成してなる炭化珪素半導
体装置、請求項 に示すように、複数の素子のそれぞれを絶縁分離する素子分離酸化膜
を有してなる炭化珪素半導体装置の製造方法に適用すると好適である。

【００９８】
なお、上記各手段の括弧内の符号は、後述する実施形態に記載の具体的手段との対応関係
を示すものである。
【００９９】
【発明の実施の形態】
（第１実施形態）
図１に、本発明の一実施形態を適用して形成したｎチャネルタイプのプレーナ型ＭＯＳＦ
ＥＴ（以下、縦型パワーＭＯＳＦＥＴという）の断面構成を示す。以下、図１に基づいて
、縦型パワーＭＯＳＦＥＴの構成について説明する。
【０１００】
炭化珪素からなるｎ＋ 　 型基板１は上面を主表面１ａとし、主表面１ａの反対面である下
面を裏面１ｂとしている。このｎ＋ 　 型基板１の主表面１ａ上には、基板１よりも低いド
ーパント濃度を有する炭化珪素からなるｎ－ 　 型エピタキシャル層（以下、ｎ－ 　 型エピ
層という）２が積層されている。
【０１０１】
このとき、ｎ＋ 　 型基板１の主表面１ａ及びｎ－ 　 型エピ層２の上面が（０００１）Ｓｉ
面もしくは（１１－２０）ａ面としている。これは、（０００１）Ｓｉ面とすることによ
り低い表面状態密度が得られ、（１１－２０）ａ面とすることにより低い表面状態密度で
かつ完全に螺旋転位の無い結晶が得られるからである。
【０１０２】
ｎ－ 　 型エピ層２の表層部における所定領域には、所定深さを有するｐ型ベース領域３が
形成されている。このｐ型ベース領域３はＢをドーパントとして形成されており、略１×
１０１ ７ ｃｍ－ ３ 以上の濃度となっている。また、ｐ型ベース領域３の表層部の所定領域
には、該ベース領域３よりも浅いｎ＋ 　 型ソース領域４が形成されている。
【０１０３】
さらに、ｎ＋ 　 型ソース領域４とｎ－ 　 型エピ層２とを繋ぐように、ｐ型ベース領域３の
表面部にはｎ－ 　 型ＳｉＣ層５が延設されている。このｎ－ 　 型ＳｉＣ層５は、エピタキ
シャル成長にて形成されたものであり、エピタキシャル膜の結晶が４Ｈ、６Ｈ、３Ｃのも
のを用いている。尚、このｎ－ 　 型ＳｉＣ層５はデバイスの動作時にチャネル形成層とし
て機能する。以下、ｎ－ 　 型ＳｉＣ層５を表面チャネル層という。
【０１０４】
表面チャネル層５はＮ（窒素）をドーパントに用いて形成されており、そのドーパント濃
度は、例えば１×１０１ ５ ｃｍ－ ３ ～１×１０１ ７ ｃｍ－ ３ 程度の低濃度で、かつ、ｎ－

　 型エピ層２及びｐ型ベース領域３のドーパント濃度以下となっている。これにより、低
オン抵抗化が図られている。
【０１０５】
そして、ｐ型ベース領域３の間に位置するｎ－ 　 型エピ層２がいわゆるＪ－ＦＥＴ部６を
構成している。
【０１０６】
表面チャネル層５の上面およびｎ＋ 　 型ソース領域４の上面には熱酸化にてゲート酸化膜
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７が形成されている。
【０１０７】
さらに、ゲート酸化膜７の上にはポリシリコンゲート電極８が形成されている。ポリシリ
コンゲート電極８は絶縁膜９にて覆われている。絶縁膜９としてＬＴＯ（Ｌｏｗ　Ｔｅｍ
ｐｅｒａｔｕｒｅ　Ｏｘｉｄｅ）膜が用いられている。この絶縁膜９の上にはソース電極
１０が形成され、ソース電極１０はｎ＋ 　 型ソース領域４およびｐ型ベース領域３と接し
ている。また、ｎ＋ 　 型基板１の裏面１ｂには、ドレイン電極層１１が形成されている。
【０１０８】
このように構成されたプレーナ型ＭＯＳＦＥＴは、チャネル形成層の導電型を反転させる
ことなくチャネルを誘起する蓄積モードで動作するため、導電型を反転させる反転モード
のＭＯＳＦＥＴに比べチャネル移動度を大きくすることができ、オン抵抗を低減させるこ
とができる。
【０１０９】
そして、本実施形態における縦型パワーＭＯＳＦＥＴでは、後述する方法により、表面チ
ャネル層５とゲート酸化膜７の界面における残留炭素が低減されている。このため、さら
にチャネル移動度が高めることができ、さらにオン抵抗を低減することができる。
【０１１０】
以下、本実施形態における縦型パワーＭＯＳＦＥＴの製造方法について説明する。図２～
図４に、本実施形態の縦型パワーＭＯＳＦＥＴの製造工程を示し、これらの図に基づいて
説明する。
【０１１１】
〔図２（ａ）に示す工程〕
まず、ｎ型４Ｈ、６Ｈ、３Ｃ又は１５Ｒ－ＳｉＣ基板、すなわちｎ＋ 　 型基板１を用意す
る。ここで、ｎ＋ 　 型基板１はその厚さが４００μｍであり、主表面１ａが（０００１）
Ｓｉ面、又は、（１１２－０）ａ面である。この基板１の主表面１ａに厚さ５μｍのｎ－

　 型エピ層２をエピタキシャル成長する。本例では、ｎ－ 型エピ層２は下地の基板１と同
様の結晶が得られ、ｎ型４Ｈ、６Ｈ、３Ｃ又は１５Ｒ－ＳｉＣ層となる。
【０１１２】
〔図２（ｂ）に示す工程〕
ｎ－ 　 型エピ層２の上の所定領域にＬＴＯ膜２０を配置し、これをマスクとしてＢ＋ 　 （
若しくはアルミニウム）をイオン注入して、ｐ型ベース領域３を形成する。このときのイ
オン注入条件は、温度が７００℃で、ドーズ量が１×１０１ ６ ｃｍ－ ２ としている。
【０１１３】
〔図２（ｃ）に示す工程〕
ＬＴＯ膜２０を除去した後、ｎ－ 　 型エピ層２の表面部及びｐ型ベース領域３の表面部に
表面チャネル層５を化学気相成長法（ＣＶＤ法）によりエピタキシャル成長させる。
【０１１４】
また、このとき、縦型パワーＭＯＳＦＥＴをノーマリオフ型にするために、表面チャネル
層５の厚み（膜厚）は以下の数式に基づいて決定している。縦型パワーＭＯＳＦＥＴをノ
ーマリオフ型とするためには、ゲート電圧を印加していない状態の際に、表面チャネル層
５に広がる空乏層が電気伝導を妨げるように十分なバリア高さを有している必要がある。
この条件は次式にて示される。
【０１１５】
【数１７】
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【０１１６】
但し、Ｔｅｐｉ　は表面チャネル層５に広がる空乏層の高さ、φｍｓは金属と半導体の仕
事関数差（電子のエネルギー差）、Ｑｓはゲート酸化膜７中の空間電荷、Ｑｆｃはゲート
酸化膜（ＳｉＯ２ ）と表面チャネル層５との間の界面の固定電荷、Ｑｉは酸化膜中の可動
イオン、Ｑｓｓはゲート酸化膜７と表面チャネル層５の界面の表面電荷、Ｃｏｘはゲート
絶縁膜７の容量である。
【０１１７】
この数１に示される右辺第１項は表面チャネル層５とｐ型ベース領域３とのＰＮ接合のビ
ルトイン電圧Ｖｂｕｉｌｔ　による空乏層の伸び量、すなわちｐ型ベース領域３から表面
チャネル層５に広がる空乏層の伸び量であり、第２項はゲート絶縁膜７の電荷とφｍｓに
よる空乏層の伸び量、すなわちゲート絶縁膜７から表面チャネル層５に広がる空乏層の伸
び量である。従って、ｐ型ベース領域３から広がる空乏層の伸び量と、ゲート絶縁膜７か
ら広がる空乏層の伸び量との和が表面チャネル層５の厚み以上となるようにすれば縦型パ
ワーＭＯＳＦＥＴをノーマリオフ型にすることができるため、この条件を満たすようなイ
オン注入条件で表面チャネル層５を形成している。
【０１１８】
このようなノーマリオフ型の縦型パワーＭＯＳＦＥＴは、故障などによってゲート電極に
電圧が印加できないような状態となっても、電流が流れないようにすることができるため
、ノーマリオン型のものと比べて安全性を確保することができる。
【０１１９】
〔図３（ａ）に示す工程〕
表面チャネル層５の上の所定領域にＬＴＯ膜２１を配置し、これをマスクとしてＮ（窒素
）等のｎ型不純物をイオン注入し、ｎ＋ 型ソース領域４を形成する。このときのイオン注
入条件は、７００℃、ドーズ量は１×１０１ ５ ｃｍ－ ２ としている。
【０１２０】
〔図３（ｂ）に示す工程〕
ＬＴＯ膜２１を除去した後、フォトレジスト法を用いて表面チャネル層５の上の所定領域
にＬＴＯ膜２２を配置し、これをマスクとしてＲＩＥによりｐ型ベース領域３上の表面チ
ャネル層５を部分的にエッチング除去する。
【０１２１】
〔図３（ｃ）に示す工程〕
そして、ＬＴＯ膜２２をマスクにしてＢ＋ 　 をイオン注入し、ディープベース層３０を形
成する。これにより、ｐ型ベース領域３の一部が厚くなったものとなる。このディープベ
ース層３０は、ｎ＋ 　 型ソース領域４に重ならない部分に形成されると共に、ｐ型ベース
領域３のうちディープベース層３０が形成された厚みが厚くなった部分が、ディープベー
ス層３０が形成されていない厚みの薄い部分よりも不純物濃度が濃く形成される。
【０１２２】
〔図４（ａ）に示す工程〕
さらに、ＬＴＯ膜２２を除去した後、基板の上に酸素雰囲気としたドライ酸化による熱処
理によってゲート酸化膜７を形成する。このとき、酸化装置内の酸素ｍｏｌ比率［Ｏ２ ］
が１０－ ３ となるようにし、雰囲気温度は１２５０℃としている。
【０１２３】
このような雰囲気でゲート酸化膜７を形成すれば、上記した図１６、図１７で示したよう
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に、化学式９及び化学式１０で示される炭化珪素再結晶化反応が両方とも起こるようにす
ることができる。このため、ゲート酸化膜７の形成中に、ゲート酸化膜７と表面チャネル
層５との界面等に発生する残留炭素を低減することができる。これにより、チャネル移動
度を向上させることができ、オン抵抗のさらなる低減を図ることができる。
【０１２４】
また、このあと、必要に応じてアニール処理を行う。このアニール処理では、上記化学式
９及び化学式１０で示す炭化珪素再結晶化反応を起こさせ、ゲート酸化膜７と表面チャネ
ル層５との界面等の残留炭素をさらに低減する。
【０１２５】
このアニール処理においては、不活性ガス雰囲気とし、上記熱酸化と同等以上の雰囲気温
度とする処理を行う。不活性ガスとしては、窒素、ヘリウム、アルゴン等を用いることが
できる。また、不活性ガスに変えて水素を用いたり、不活性ガスに水素を加えた混合ガス
を用いたりすることも可能である。また、必要に応じて酸素や水蒸気を混入したり、シラ
ン（ＳｉＨ４ ）を混入したりしてもよい。
【０１２６】
このようなアニール処理を行うことにより、化学式９及び化学式１０に示した炭化珪素再
結晶化反応を起こさせ、残留炭素を低減することが可能になる。これにより、さらに残留
炭素を低減することができ、さらにチャネル移動度を向上させ、オン抵抗低減を図ること
ができる。
【０１２７】
その後、ゲート酸化膜７の上にＬＰＣＶＤによりポリシリコン層を成膜する。このときの
成膜温度は６００℃としている。この後、ポリシリコン層をパターニングしてゲート電極
８を形成する。
【０１２８】
〔図４（ｂ）に示す工程〕
引き続き、ゲート酸化膜７の不要部分を除去した後、ＬＴＯよりなる絶縁膜９を形成して
ゲート電極８及びゲート酸化膜７を覆う。より詳しくは、成膜温度は４２５℃であり、成
膜後に１０００℃のアニールを行う。
【０１２９】
〔図４（ｃ）に示す工程〕
そして、室温での金属スパッタリングによりソース電極１０及びドレイン電極１１を配置
する。また、成膜後に１０００℃のアニールを行う。
【０１３０】
このようにして、図１に示すＭＯＳＦＥＴが完成する。
【０１３１】
（第２実施形態）
熱酸化処理もしくはアニール処理後に、酸化装置内を低温化させると、酸化装置内の温度
が上記化学式９及び化学式１０に示す炭化珪素際結晶化反応が自発的に起こらない範囲と
なり、ゲート酸化膜７と表面チャネル層５との界面などに発生する残留炭素が増大してし
まう場合が想定される。
【０１３２】
そこで、実際に炭化珪素を１２５０℃で熱酸化した後に、酸化装置内に酸化ガスが残留し
た状態で酸化装置の温度を低下させながら酸化膜厚の増加量と界面準位密度との関係を調
べた。その結果を図５に示す。なお、図５（ａ）は結果をリニアプロットで示したもので
あり、図５（ｂ）は結果をｌｏｇプロットで示したものである。この図に示されるように
、酸化装置内を低温化させる際に酸化膜厚が増加し、その増加量に応じて界面準位密度が
増加することが分かる。これは、最終的な炭化珪素と酸化膜との界面が、上記化学式９及
び化学式１０に示す炭化珪素際結晶化反応が自発的に起こらない範囲で形成されてしまい
、この界面に残留炭素が多く生成されるからである。
【０１３３】
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従って、本実施形態では、熱酸化処理もしくはアニール処理後における酸化装置内の低温
化の際に、ゲート酸化膜７と表面チャネル層５との界面などに発生する残留炭素が増大し
てしまうことを防止する。
【０１３４】
以下、本実施形態における炭化珪素半導体装置の製造方法について説明するが、熱酸化処
理もしくはアニール処理までの工程に関しては第１実施形態と同様であるため、ここでは
省略する。
【０１３５】
まず、第１実施形態の図２（ａ）に示す工程から図４（ａ）に示す工程を行い、ゲート酸
化膜７を形成する熱酸化処理、もしくは必要に応じて行うアニール処理まで実施する。
【０１３６】
その後、酸化停止工程として酸化装置内、少なくともｎ＋ 　 型基板１を急冷する冷却工程
を行う。例えば、酸化装置として急加熱・急冷が容易に行えるランプ加熱装置を用いたり
、酸化装置内に備えられた酸化炉心管を空冷もしくは水冷によって冷却したり、若しくは
ｎ＋ 型基板１に不活性ガスやフッ素ガス等の冷却ガスを吹き付けることによって、上記急
冷を行う。
【０１３７】
具体的には、図５に表されるように、酸化膜厚が６ｎｍになると界面準位密度の増加の傾
斜が非常に大きくなり、指数的に界面準位密度が増加することことから、低温化時に形成
される酸化膜厚が６ｎｍ以下となるように急冷を行う。仮に、上記熱酸化処理もしくはア
ニール処理を１２００℃以上で行っていたとすると、例えば１０ｍｉｎ以内に酸化装置内
の温度が９００℃以下となるようにする。
【０１３８】
このような急冷を行うことで、短時間で酸化を停止させることができるため、酸化装置の
低温化時に形成される酸化膜厚をできる限り薄くすることができると共に、ゲート酸化膜
７と表面チャネル層５との界面に発生する残留炭素の量を最小限に抑えることができる。
【０１３９】
このように、熱酸化処理、もしくはアニール処理の後に、酸化装置内を急冷することによ
り、ゲート酸化膜７と表面チャネル層５との界面に発生する残留炭素の量を最小限に抑え
ることができ、チャネル移動度の向上を図ることができると共に、さらなるオン抵抗の低
減を図ることができる。
【０１４０】
なお、本実施形態のように冷却工程は、熱酸化処理やアニール処理が行われる酸化装置内
で行っても良いが、これら各処理を異なる装置内で行い、直接、ｎ＋ 型基板１を熱酸化処
理やアニール処理が行われた酸化装置よりも低温に設定された場所に移動させるようにす
れば、容易に急冷を行うことができる。
【０１４１】
また、ｎ＋ 型基板１に対して、冷却ガス（例えば、Ｎ２ 、Ａｒ、Ｈｅ等の不活性ガス）を
吹き付けることによって行うこともできる。
【０１４２】
（第３実施形態）
本実施形態では、第２実施形態とは異なる方法で、熱酸化処理もしくはアニール処理後に
、ゲート酸化膜７と表面チャネル層５との界面などに発生する残留炭素が増大してしまう
ことを防止する。
【０１４３】
以下、本実施形態における炭化珪素半導体装置の製造方法について説明するが、熱酸化処
理もしくはアニール処理までの工程に関しては第１実施形態と同様であるため、ここでは
省略する。
【０１４４】
まず、第１実施形態の図２（ａ）に示す工程から図４（ａ）に示す工程を行い、ゲート酸
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化膜７を形成する熱酸化処理、もしくは必要に応じて行うアニール処理まで実施する。
【０１４５】
その後、酸化停止工程として、温度は１２００℃以上に保ったまま、酸化装置内の酸化ガ
ス分圧（内圧）を調整する内圧調整工程を行い、熱酸化処理時よりも低く設定する。この
酸化装置内の酸化ガス分圧は、以下のように設定している。
【０１４６】
図６（ａ）、図６（ｂ）に、ドライ酸化時における酸化ガス分圧（Ｏ２ 分圧）と酸化レー
トと酸化温度との関係と、ウェット酸化時における酸化ガス分圧（Ｈ２ Ｏ分圧）と酸化レ
ートと酸化温度との関係を調べた結果を示す。
【０１４７】
これらの図において、Ｏ２ 分圧もしくはＨ２ Ｏ分圧が１０４ Ｐａ～０．１０５ＭＰａであ
るときが常圧、つまり熱酸化処理もしくはアニール処理時における酸化装置内の圧力であ
る。これらの図から分かるように、例えば１２００℃以上においては、Ｏ２ 分圧もしくは
Ｈ２ Ｏ分圧が常圧の１／１００程度になると、酸化レートが１／１０程度まで下がること
が分かる。つまり、Ｏ２ 分圧もしくはＨ２ Ｏ分圧を低下させることにより、あまり酸化膜
が形成されないようにできる。
【０１４８】
そして、このように酸化ガス分圧を低下させることにより、第２実施形態の図５で示した
ように酸化膜厚が６ｎｍ以下となるようにすれば、熱酸化処理もしくはアニール処理後に
形成される酸化膜の厚みを薄くすることができると共に、ゲート酸化膜７と表面チャネル
層５との界面に発生する残留炭素の量を最小限に抑えることができる。
【０１４９】
図７（ａ）に、酸化ガス分圧の減圧時間に対する酸化装置内の酸化ガス分圧比の関係を示
す。この図は、図７（ｂ）に示すように、酸化装置の容量をＶ［ｌ］と想定し、酸化ガス
ではない注入ガス（例えば窒素、アルゴン、ヘリウム等の１００％不活性ガス）をΔｔ［
ｍｉｎ］の間にａ［ｌ／ｍｉｎ］導入した後、瞬間的に酸化装置内の酸化ガスの濃度が均
等になり、その濃度が関数ｆ（ｔ＋Δｔ）で表され、酸化装置から排出される酸化ガスの
濃度がｆ（ｔ＋Δｔ）・ａ・Δｔで表されるとすると、次式が導き出される。
【０１５０】
【数１８】
　
　
　
　
【０１５１】
また、この数１８を関数ｆ（ｔ＋Δｔ）についてまとめると、次式となる。
【０１５２】
【数１９】
　
　
　
　
　
【０１５３】
そして、この数１９で示される微分方程式を解くと、図７（ａ）の結果が得られる。なお
、この図７（ａ）では、注入ガスの流量をＶ／３［ｌ／ｍｉｎ］、Ｖ／１０［ｌ／ｍｉｎ
］とした場合について図示してある。
【０１５４】
この図から分かるように、酸化ガス分圧を１／１００程度に低下させるのに、注入ガスの
流量がＶ／１０であれば４５分程度、Ｖ／３であれば１５分程度かかる。これらの時間中
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に形成される酸化膜の厚みは、酸化装置内の温度が１２００℃以上に保たれているとする
と、図６（ａ）、図６（ｂ）からほぼ６ｎｍ以下となることが分かる。
【０１５５】
このように、酸化装置内の温度と酸化レートを考慮しつつ酸化装置内への注入ガスの流量
を設定することで、熱酸化処理もしくはアニール処理後に形成される酸化膜の厚みを６ｎ
ｍ以下とすることができる。これにより、第２実施形態と同様の効果を得ることができる
。
【０１５６】
参考として、図８に伝導帯からのエネルギーＥｃ－Ｅ（ｅＶ）と界面準位との関係につい
て調べた結果を示す。この図に示されるように、１０８０℃でウェット酸化するよりも１
２５０℃でドライ酸化する方が界面準位密度が減少している。これは、残留炭素に起因す
る電子トラップが減少したからであると考えられる。さらに、酸化ガスをＡｒガスに置換
することによって酸化ガス分圧を低下させることにより、１２５０℃のドライ酸化よりも
さらに界面準位密度が減少している。このように、本実施形態を適用することにより、さ
らなる界面準位密度の低減を図ることが可能となる。
【０１５７】
なお、本実施形態では酸化装置内に不活性ガスを注入することにより、酸化ガスを不活性
ガスに置換し、酸化装置内の酸化ガス分圧を低下させるようにしたが、酸化ガスを引き抜
くことによって酸化装置内を減圧するようにしても良い。また、ｎ＋ 型基板１に不活性ガ
スを吹き付けることにより、ｎ＋ 型基板１の近傍における酸化ガス分圧を調整するように
してもよい。
【０１５８】
また、本実施形態のように酸化ガス分圧の減圧は、熱酸化処理やアニール処理が行われる
酸化装置内で行っても良いが、直接、ｎ＋ 型基板１を熱酸化処理やアニール処理が行われ
た酸化装置よりも酸化ガス分圧が低圧に設定された場所に移動させるようにすれば、容易
に酸化ガス分圧の減圧を行うことができる。
【０１５９】
（第４実施形態）
本実施形態は、第１～第３実施形態に対して、酸化温度と酸化雰囲気、酸化後のアニール
温度を変化させることで、ＭＯＳ界面の更なる改善効果を図るものである。本実施形態に
おけるＭＯＳＦＥＴの製造方法についての考察を図９～図１２を基に説明する。
【０１６０】
図９は、図１０に示すＭＯＳダイオード、すなわちｐ＋ 型基板２００上にｐ型エピタキシ
ャル層（ｐ－ 型エピ層という）２０１を形成すると共に、ｐ－ 型エピ層２０１上にソース
領域２０２を形成し、さらにｐ－ 型エピ層２０１上にゲート酸化膜２０３を介してゲート
電極２０４を形成した構造を用いてＣ－Ｖ特性を測定したものであり、酸化雰囲気と温度
の関係を調べた結果を表している。図９のゲート電圧が正の電圧の方は、ＭＯＳ表面が反
転する側を表し、負の電圧の方が蓄積する側を表している。
【０１６１】
図９から、ウェット雰囲気では酸化温度を高くするほど反転する電圧が低くなるという結
果が得られた。また、１０８０℃に比べ１２００℃、１２５０℃では、傾きが急峻になっ
た。この傾きや反転する電圧は、界面の電子トラップの量に関係している。すなわち、傾
きが緩やかであることは、ゲート電極へ印加した電圧が、界面の電子トラップに電子をト
ラップさせることに費やされてしまい、炭化珪素表面のポテンシャルが変化し難くなって
、ゲートヘの印加電圧に対するキャパシタンスの変化として変化し難くなっていることを
表している。また、反転する電圧は、電子トラップにトラップされた電子量の変化により
変化し、電子トラップが多いほどＣ－Ｖ特性の波形がゲート電圧の正の方向にシフトする
。そして、酸化温度により反転する電圧と傾きが変化することは、酸化膜中の残留炭素に
起因する電子トラップの量や、Ｓｉで知られるようにＯＨ基からなる電子トラップの量に
関係していると考えられる。
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【０１６２】
このように、高温で酸化することにより反転する電圧が小さくなること、また、１０８０
℃に比べ１２００℃、１２５０℃では傾きが急峻になることは、残留炭素の量が減少し、
ウェット酸化により形成されるＯＨ基の電子トラップがアニールアウトされて減少したた
めであると考えられる。
【０１６３】
また、蓄積側のウェット酸化のＣ－Ｖ特性の波形は、ドライに比べ高いゲート電圧で蓄積
状態になる。このことは、ウェット酸化を用いることによりｖａｌｅｎｃｅｂａｎｄ側の
界面準位の量が低減していることを表している。このことは、炭化珪素の界面準位の総量
を低減し、トラップ電荷量を低減できることを表している。このように、蓄積側に関して
は、ウェット酸化を用いることで、より装置の信頼性の向上を図ることができる。
【０１６４】
さらに、ウェット酸化において、酸化温度を１０００℃以下、好ましくは９５０℃以下ま
で低減すると、１２００℃や１２５０℃のウェット酸化に比べてさらに高いゲート電圧で
蓄積状態となり、これ以下の温度では、ｖａｌｅｎｃｅｂａｎｄ側の界面準位の量をさら
に低減する効果があることもわかった。これは、１０００℃以下にすることで、酸化膜が
ほとんど形成されないような条件でのアニール処理を行え、酸化膜形成時に生じる残留炭
素の発生を防止できるからである。この１０００℃以下の酸化（以下、再酸化法と呼ぶ）
を残留カーボンを引き抜く高温での酸化の後に行う方法と組み合わせることで、ｖａｌｅ
ｎｃｅｂａｎｄ側の界面準位の量をさらに低減することが可能になる。
【０１６５】
一方、ドライ酸化では、反転側では１２５０℃の方が１２００℃に比べ傾きが急峻になっ
た。これは、ドライ酸化の場合にはウェット酸化と異なり、ウェット酸化時に形成される
ＯＨ基の電子トラップが存在しないことから、残留炭素の量が減少し、残留炭素による電
子トラップが減少したことが原因であると考えられる。また、ドライ酸化を１２００℃か
ら１２５０℃とすることにより高いゲート電圧で蓄積状態になる。このことは、ｖａｌｅ
ｎｃｅｂａｎｄ側の界面準位の量が低減していることを表しており、ドライ酸化の高温化
によりｖａｌｅｎｃｅｂａｎｄ側のホールトラップを低減する効果もあるといえる。この
ように、反転側に関しては、ドライ酸化を用いることで、より装置の信頼性の向上を図る
ことができる。
【０１６６】
続いて、図１１に、１０８０℃でのウェット酸化を行った後に、Ａｒ雰囲気下において１
２００℃、１３００℃の温度でアニール処理を行った場合におけるラテラルＭＯＳＦＥＴ
のＩＤ －ＶＧ 特性の変化を見た結果を示す。
【０１６７】
この図からわかるようにアニール処理を行うことにより、ＩＤ －ＶＧ 特性は、負の側にシ
フトすると共に、傾きが急峻になる（１×１０１ ０ Ａ付近）。これは、アニール処理によ
り、残留炭素の量を減少させられると共に、ＯＨ基をアニールアウトし電子トラップ量を
減少させられるからであると考えられる。従って、これにより、ＩＤ －ＶＧ 特性の傾きと
比例の関係にあるチャネル移動度を高くすることができる。
【０１６８】
また、１０８０℃でのウェット酸化の後にアニール処理を行わない場合と１３００℃での
アニール処理を行った場合について、Ｉ－Ｖ特性の波形を比較すると、ゲート電圧の負側
への変化量は、図９の反転側の１０８０℃のウェット酸化から１２５０℃のドライ酸化の
Ｃ－Ｖ特性の変化量とほぼ一致する。このことは、１３００℃以上のアニールを行うこと
により、ウェット酸化時に形成されるＯＨ基に起因する電子トラップを回復できたことを
示していると考えられる。
【０１６９】
さらに、高温酸化による効果とアニールによる効果を組合せた場合の実験も行った。図１
２は、酸化方法とアニール方法とを変化させてｎ型のエピタキシャルウェハ上にゲート酸
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化膜を形成した場合に、それぞれのＭＯＳダイオードのＣ－Ｖ特性を測定し、その特性か
ら界面準位密度のエネルギー分布を算出したものである。なお、ここでは、１０８０℃の
ウェット酸化を行った場合、１２５０℃のドライ酸化を行った場合、１２５０℃でのドラ
イ酸化後にＡｒ雰囲気下で１２５０℃のアニール処理を１時間行った場合の３水準につい
て図示している。
【０１７０】
上記３水準において、各酸化膜の厚みは、全て４０ｎｍであった。そして、この場合にお
いて、１０８０℃でウェット酸化するよりも１２５０℃でドライ酸化した方が界面準位が
減少していることが分かる。これは、残留炭素に起因する電子トラップが減少したからで
あると考えられる。さらに、Ａｒアニールを加えることにより、１２５０℃のドライ酸化
の場合よりも界面準位密度が減少している。これも、アニール処理により残留Ｃをさらに
減少させ電子トラップが減少したからであると考えられる。
【０１７１】
以上の考察に基づき、本実施形態におけるＭＯＳＦＥＴの製造方法について説明を行う。
ただし、本実施形態では、第１実施形態に示した製造方法に対して追加または変更を施し
たものであるため、図２～図４を参照して説明を行う。
【０１７２】
まず、第１実施形態と同様に図２、図３に示す工程を行う。続いて、第１実施形態の図４
（ａ）に示す工程として、以下の工程を施す。
【０１７３】
ＬＴＯ腹２２を除去した後、基板の上に水蒸気雰囲気としたウェット酸化によってゲート
酸化膜７を形成する。このとき、雰囲気温度は１２５０℃以上としている。このような雰
囲気でゲート酸化膜７を形成すれば、上述した炭化珪素再結晶化反応が起きるようにでき
る。このため、ゲート酸化膜７の形成中に、ゲート酸化膜７と表面チャネル層５との界面
等に発生する残留炭素を低減することができる。また、ウェット酸化を高温で行うことに
よりウェット酸化時に形成される電子トラップとして知られているＯＨ基もアニールアウ
ト効果により低減することができる。これにより、残留炭素に起因した電子トラップとＯ
Ｈ基に起因した電子トラップを共に減らすことができるため、不純物散乱の影響を小さく
でき、チャネル移動度の向上によるオン抵抗の低減を図ることができる。また、酸化雰囲
気をウェット酸化とすることによりｖａ１ｅｎｃｅｂａｎｄ側の界面準位を低減すること
もできるため、炭化珪素界面の総トラップ電荷量を減らすことができる。
【０１７４】
この後、引き続き、熱処理を１０００℃以下で行う。この場合、ウェット酸化雰囲気で行
う。温度が１０００℃以下のような比較的低温度で熱酸化を行った場合、珪素は酸化され
るが、炭化珪素は酸化されない。このため、この程度の温度でゲート酸化膜７を形成する
ことにより、炭素が外部に放出された部分のみ酸化されるようにでき、より炭素含有量の
少ないゲート酸化膜７とすることができる。
【０１７５】
その後、１２５０℃以上の温度、より好ましくは１３００℃以上の温度で、Ａｒ雰囲気に
てアニール処理を施す。これにより、上述した炭化珪素再結晶化反応により、さらに残留
炭素を低減できる。また、ウェット酸化時に形成されたＯＨ基も、このアニール処理によ
りさらに低減できる。これにより、チャネル移動度のさらなる向上を図ることができ、オ
ン抵抗の低減を図ることができる。また、１０００℃以下の熱処理を行わずに、このアニ
ール処理の温度を先に行ったウェット酸化時の温度と同じにすれば、ウェット酸化および
アニール処理を施す際に使用される酸化装置内の温度を変化させる必要がないため、工程
の簡略化を図ることができる。
【０１７６】
なお、ここでは、上記ウェット酸化やアニール処理を１４００℃以下の温度で行うように
している。これは、１４００℃を超える温度とすると、ゲート酸化膜７がクリストバル化
する可能性があるからである。従って、このような温度とすることで、ゲート酸化膜７の
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クリストバル化による劣化を防止することができる。
【０１７７】
その後、水素（Ｈ２ ）ガスを含む雰囲気にてＨ２ アニール処理を行う。例えば、１０００
℃の温度でこの処理を行う。これにより、炭化珪素界面に形成されたＳｉのダングリング
ボンドを水素終端することができ、界面準位密度をさらに低減できると共に、高温酸化や
高温アニールによるＨ原子抜けを防止することができる。
【０１７８】
これにより、チャネル移動度のさらなる向上を図ることができ、オン抵抗の低減を図るこ
とができる。
【０１７９】
なお、ここで示した製造方法においてはウェット酸化によってゲート酸化膜７を形成して
いるが、上述したようにドライ酸化によっても全く同様の製造方法を適用することができ
る。ただし、ドライ酸化の場合には、ウェット酸化の場合と異なり、ウェット酸化時に形
成されるＯＨ基の電子トラップが存在しないため、より移動度の向上が図れ、オン抵抗の
低減を図ることができる。
【０１８０】
（第５実施形態）
本実施形態では、第２～第３実施形態と異なる方法でオン抵抗の低減を図る。図１３に本
実施形態におけるＭＯＳＦＥＴの製造工程を示し、この図に基づいてＭＯＳＦＥＴの製造
方法を説明する。ただし、本実施形態においても、第１実施形態に示したＭＯＳＦＥＴの
製造方法とほぼ同様であるため、同様の部分に関しては図２～図４を参照して説明を行う
。
【０１８１】
まず、第１実施形態と同様に図２、図３に示す工程を行う。続いて、第１実施形態の図４
（ａ）に示す工程の代りに、図１３に示す工程を施す。
【０１８２】
〔図１３に示す工程〕
ＬＴＯ膜２２を除去した後、基板上にＣＶＤ装置もしくはＬＰＣＶＤ装置により、ゲート
膜となる酸化膜としてのＬＴＯ膜３００をデポジションする。このときの供給ガスはＳｉ
Ｈ４ とＯ２ とし、デポジション温度は４５０℃としている。なお、このとき、デポジショ
ンレートを１ｎｍ／ｍｉｎ以上かつ５ｎｍ／ｍｉｎ以下という遅いデポジションレートと
している。このように形成したＬＴＯ膜３００を用いれば、φ４００μｍのゲート面積に
おいてほぼ１００％の歩留りを確保することができる。また、酸化膜の屈折率は１．３５
以上かつ１．５０以下となるようにしている。このような構成にすることで、極めて良好
なゲート特性を得ることが可能となる。
【０１８３】
そして、ＬＴＯ膜３００をデポジションした後に、酸素雰囲気中において、１２５０℃以
上かつ１４００℃以下の温度で熱酸化工程を行う。これにより、ＬＴＯ／ＳｉＣ界面を良
質化することができる。このような酸化により、ＬＴＯ膜３００と表面チャネル層５との
界面を改質することができ、チャネル移動度をさらに向上させられ、オン抵抗の低減を図
ることができる。なお、必要に応じて、熱酸化工程の後に、熱酸化工程時以上の温度で熱
処理工程を行うようにすれば、よりＬＴＯ膜３００と表面チャネル層５との界面を改質す
ることができる。この場合、熱処理工程は、Ａｒ雰囲気で行えばより効率的である。また
、この熱処理工程は５ｍｉｎ以上かつ１０ｍｉｎ以下で行うと、酸化膜厚の増加を最大で
も５ｎｍとすることができるため、残留炭素の影響を極めて抑制することができる。
【０１８４】
本実施形態では、ＬＴＯ膜３００のデポジション後の酸化温度を１２５０℃以上としてい
るが、少なくとも上記化学式９のＧｉｂｂｓの自由エネルギーが負になって、炭化珪素再
結晶化反応が自発的に起こるようにされれば、ＬＴＯ膜３００と表面チャネル層５との界
面は改質化される。例えば、１２００℃以上とすることで、化学式９および化学式１０が

10

20

30

40

50

(22) JP 3551909 B2 2004.8.11



共に負に転じ、効率の良い改質が行える。
【０１８５】
また、本実施形態では、ＬＴＯ膜３００のデポジション後の酸化雰囲気をＯ２ としている
が、上記と同様に、化学式９および化学式１０が共に負に転じていれば、Ｈ２ ＯやＯ２ と
Ｈ２ Ｏとの混合ガスでも効率の良い改質を行うことができる。
【０１８６】
（第６実施形態）
上記第１実施形態ではプレーナ型の縦型パワーＭＯＳＦＥＴに本発明を適用した場合を示
したが、本実施形態では、溝ゲート型の縦型パワーＭＯＳＦＥＴに本発明を適用する場合
を示す。
【０１８７】
図１４に溝ゲート型のＭＯＳＦＥＴを示す。溝ゲート型のＭＯＳＦＥＴには、例えばｎ＋

　 型半導体基板２１上に、ｎ－ 　 型エピ層２２とｐ型ベース層２３とが積層されたものが
基板２４として用いられる。
【０１８８】
そして、この基板２４表面から、ｐ型ベース層２３の表層部に位置するソース領域２５と
共にｐ型ベース層２３を貫通する溝２７が形成されており、この溝２７の側面２７ａに表
面チャネル層２８が形成されている。また、溝２７内にゲート酸化膜２９を介してゲート
電極３０が形成されており、ゲート電極３０上には、ソース領域２５及びｐ型ベース層２
３に接続されるソース電極３２が層間絶縁膜３１を介して形成されている。さらに、基板
２４の裏面側にはドレイン電極３３が備えられている。
【０１８９】
このような構成を有する溝ゲート型のＭＯＳＦＥＴの場合には、第１実施形態と同様に、
ゲート酸化膜２９形成時に行われる熱酸化工程や、その後必要に応じて行うアニール処理
において、上記実施形態と同様に、炭化珪素再結晶化反応のＧｉｂｂｓの自由エネルギー
が負になるようにすることで第１実施形態と同様の効果を得ることができる。
【０１９０】
（第７実施形態）
本実施形態では、ラテラルＭＯＳＦＥＴに本発明を適用した場合を示す。
【０１９１】
図１５にラテラルＭＯＳＦＥＴを示す。ラテラルＭＯＳＦＥＴには、例えばｐ型半導体基
板１０１を基板として用いている。この基板１０１の所定領域には、イオン注入等によっ
て表面チャネル層１０２が形成されており、この表面チャネル層１０２の両側にはソース
層１０３、ドレイン層１０４が形成されている。また、表面チャネル層１０２上にはゲー
ト酸化膜１０５を介してゲート電極が備えられている。
【０１９２】
このように構成されたラテラルＭＯＳＦＥＴの場合においても、第１実施形態と同様に、
ゲート酸化膜１０５形成時に行われる熱酸化工程や、その後必要に応じて行うアニール処
理において、上記実施形態と同様に、炭化珪素再結晶化反応のＧｉｂｂｓの自由エネルギ
ーが負になるようにすることで第１実施形態と同様の効果が得られる。
【０１９３】
（他の実施形態）
▲１▼上記実施形態では、ゲート酸化膜７を形成する際の熱酸化雰囲気における酸素ｍｏ
ｌ比率［Ｏ２ ］を１０－ ３ とし、温度を１２５０度としているが、少なくとも化学式９の
Ｇｉｂｂｓの自由エネルギーが負になって、炭化珪素再結晶化反応が自発的に起こるよう
にされれば残留炭素を低減することが可能である。
【０１９４】
例えば、図１６に示すように酸素ｍｏｌ比率［Ｏ２ ］を１０－ ３ とした場合には、約８０
０℃以上で化学式９のＧｉｂｂｓの自由エネルギーが負に転じるため、少なくとも約８０
０℃以上とすれば残留炭素を低減することが可能になる。この場合において、化学式１０
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のＧｉｂｂｓの自由エネルギーが負に転じるのは、図１７に示すように約１２００℃以上
であるため、化学式９と化学式１０の反応を共に起こさせるためには約１２００℃以上と
すればよい。
【０１９５】
また、図１６に示すように酸素ｍｏｌ比率［Ｏ２ ］を１０－ １ とした場合には、約１００
０℃以上で化学式９のＧｉｂｂｓの自由エネルギーが負に転じるため、約１０００℃以上
とすれば残留炭素を低減することが可能になる。この場合には、図１７に示すように約１
５００℃以上とすれば化学式１０の反応を化学式３の反応と共に起こさせることができる
。ただし、上述したように、ゲート酸化膜７をクリストバル化させず、アモルファス状態
のままにするためには約１４００℃以下のアニール処理をするのが好ましいため、この観
点から見ると上述した酸素ｍｏｌ比率［Ｏ２ ］が１０－ ３ とした場合の方が好ましい。
【０１９６】
▲２▼また、上記実施形態では、ゲート酸化膜７をドライ酸化で形成しているが、ウェッ
ト酸化で形成しても上記と同様に残留炭素を低減することが可能である。
【０１９７】
例えば、水蒸気を雰囲気としたウェット酸化（Ｈ２ ＋Ｏ２ によるパイロジェニック法を含
む）による熱酸化によってゲート酸化膜７を形成してもよい。また、水素と酸素との混合
ガスを用いてもよく、水蒸気や水素と酸素の混合ガスに不活性ガス（例えば、窒素、アル
ゴン、ヘリウム等）を混合したものを用いてもよい。
【０１９８】
▲３▼また、ゲート酸化膜７の表面よりゲート酸化膜７の裏面（表面チャネル層５側の面
）の方が高温になるように温度勾配を設定しながら熱酸化処理やアニール処理を行うよう
にしてもよい。例えば、ゲート酸化膜７の表面側よりもｎ＋ 型基板１の裏面側を高温にし
て熱酸化処理やアニール処理を行ってもよい。
【０１９９】
このように、ゲート酸化膜の７の表面温度が基板裏面温度よりも低温となるようにするこ
とで、ゲート酸化膜７と表面チャネル層５の界面がゲート酸化膜７よりも高温になるよう
にすることができる。これにより、ゲート酸化膜７の変質（クリストバル化）を防止しつ
つゲート酸化膜７と表面チャネル層５との界面における残留炭素を低減することが可能に
なる。
【０２００】
▲４▼上記各実施形態では、蓄積型のプレーナ型、溝ゲート型、ラテラル型のＭＯＳＦＥ
Ｔに本発明を適用した場合について説明したが、炭化珪素上に酸化膜を形成するような構
成であれば、他の構造であっても本発明を適用することが可能である。
【０２０１】
例えば、炭化珪素基板に形成された複数の素子を素子分離する素子分離用の酸化膜と炭化
珪素との界面の残留炭素を低減する場合においても本発明を適用することができる。この
ような素子分離用の酸化膜としては、ＬＯＣＯＳ酸化法によるＬＯＣＯＳ酸化膜や、炭化
珪素基板表面（若しくは炭化珪素基板表面に備えられた炭化珪素エピタキシャル層表面）
に形成された溝内を埋め込むように設けられたＳＴＩ膜等が挙げられる。
【０２０２】
このような素子分離用の酸化膜と炭化珪素との界面において残留炭素を低減することによ
り、素子分離耐圧を向上させることができる。
【０２０３】
また、セル領域に上記第１～第７実施形態に示したようなＭＯＳＦＥＴを複数配置し、セ
ル領域の外周を囲うようにガードリングを配置する場合には、ガードリングを構成する不
純物層上に酸化膜が配置されることになる。例えば、第１～第３実施形態ＭＯＳＦＥＴの
場合には、ｎ－ 型エピ層２の表層部に所定間隔おきに複数のｐ型層がガードリングとして
備えられる。
【０２０４】
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このようなガードリングが形成される領域の炭化珪素と酸化膜との界面の残留炭素を低減
する場合においても本発明を適用することができる。この場合には、ガードリングが形成
される領域における絶縁耐圧を向上させることができる。
【０２０５】
▲５▼さらに、第２実施形態においては、ゲート酸化膜７を形成する際の熱酸化処理もし
くはアニール処理後の低温化を、第１実施形態に示すような化学式９及び化学式１０に示
す炭化珪素再結晶化反応が両方とも起こるようにしたものと組み合わせた場合について説
明しているが、単独でも上記効果を得ることができる。すなわち、チャネル移動度はゲー
ト酸化膜７のうちでも特に表面チャネル層５との界面における残留炭素の影響を受けると
考えられるため、この界面についてだけ残留炭素の低減を図るようにしても十分にチャネ
ル移動度の向上によるオン抵抗の低減を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１実施形態におけるプレーナ型のＭＯＳＦＥＴの断面構成を示す図で
ある。
【図２】図１に示すＭＯＳＦＥＴの製造工程を示す図である。
【図３】図２に続くＭＯＳＦＥＴの製造工程を示す図である。
【図４】図３に続くＭＯＳＦＥＴの製造工程を示す図である。
【図５】酸化膜厚の増加量と界面準位密度との関係を調べた図である。
【図６】ドライ酸化時における酸化ガス分圧（Ｏ２ 分圧）と酸化レートと酸化温度との関
係と、ウェット酸化時における酸化ガス分圧（Ｈ２ Ｏ分圧）と酸化レートと酸化温度との
関係を示す図である。
【図７】酸化ガス分圧の減圧時間に対する酸化装置内の酸化ガス分圧比の関係を示す図で
ある。
【図８】伝導帯からのエネルギーＥｃ－Ｅ（ｅＶ）と界面準位との関係を示す図である。
【図９】ＭＯＳダイオードのＣ－Ｖ特性を示した図である。
【図１０】図９に示すＣ－Ｖ特性の検査に用いたＭＯＳダイオードの断面構成を示した図
である。
【図１１】アニール処理を行った場合におけるラテラルＭＯＳＦＥＴのＩＤ －ＶＧ 特性の
変化を示す図である。
【図１２】界面準位密度のエネルギー分布を算出した結果を示す図である。
【図１３】第５実施形態に示すＭＯＳＦＥＴの製造工程を示す図である。
【図１４】本発明の第２実施形態における溝ゲート型のＭＯＳＦＥＴの断面構成を示す図
である。
【図１５】本発明の第３実施形態におけるラテラル型のＭＯＳＦＥＴの断面構成を示す図
である。
【図１６】化学式１２及び化学式１３に示される反応のＧｉｂｂｓの自由エネルギーの酸
素ｍｏｌ比率依存性を示す図である。
【図１７】化学式１１及び化学式１４に示される反応のＧｉｂｂｓの自由エネルギーの酸
素ｍｏｌ比率依存性を示す図である。
【図１８】化学式１８及び化学式１３に示される反応のＧｉｂｂｓの自由エネルギーの酸
素ｍｏｌ比率依存性を示す図である。
【図１９】化学式１９及び化学式１４に示される反応のＧｉｂｂｓの自由エネルギーの酸
素ｍｏｌ比率依存性を示す図である。
【符号の説明】
１…ｎ＋ 型基板、２…ｎ－ 型エピ層、３…ｐ型ベース領域、
４…ｎ＋ 型ソース領域、５…表面チャネル層、６…Ｊ－ＦＥＴ部、
７…ゲート酸化膜、８…ゲート電極、１０…ソース電極、１１…ドレイン電極。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】
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【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】
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